
香川県建設工事共同企業体事務取扱要領 
 

 

平成元年３月３１日 

告示第３１３号 

 

 改正 平成 ６年 ４月 １日告示第２７７号 平成 ６年 ９月２１日告示第６７０号 

  平成 ８年 ３月２９日告示第２５９号 平成 ８年１０月１５日告示第７６１号 

  平成 ９年 ３月３１日告示第２５７号 平成１０年 ５月 １日告示第３６０号 

  平成１２年 ３月３１日告示第２４２号 平成１４年 ５月１０日告示第３７８号 

  平成１４年 ５月３０日告示第４０９号 平成１６年１１月２４日告示第７７９号 

  平成１６年１２月２４日告示第８４５号 平成１８年 １月１７日告示第 ４４号 

  平成１８年１１月１０日告示第６６１号 平成２３年 ６月１０日告示第２４８号 

  令和 ３年 ３月３０日告示第１６２号 令和 ４年 ３月１８日告示第 ９０号 

  令和 ５年１０月１７日告示第２５３号  

       

香川県建設工事共同企業体事務取扱要領を次のように定める。 

香川県建設工事共同企業体事務取扱要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項、第１６

７条の５の２及び第１６７条の１１第２項の規定に基づき、県の発注する工事に係る一般競争入札

又は指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参加する共同企業体に必要な資格及び共同企業

体による施工対象工事を、香川県建設工事執行規則（昭和３９年香川県規則第５４号。以下「規則」

という。）第９条第１項及び第２８条ただし書の規定に基づき、共同企業体に係る建設工事入札参

加資格審査申請書及び工事請負契約書その他必要な事項を定めるものとする。 

（適用） 

第２条 共同企業体の事務取扱については、この要領に定めるもののほか、規則及び香川県建設工事

指名競争入札参加者資格基準（昭和５５年香川県告示第４２７号。以下「資格基準」という。）の

定めるところによる。 

（定義） 

第３条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

(１) 工事 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。  

(２) 特定建設工事共同企業体 大規模であって技術的難度の高い工事、地元建設業者への建設技

術の移転が図られる工事等について確実かつ円滑な施工を図ることを目的として当該工事ごとに

結成する共同企業体をいう。 

(３) 契約担当者 香川県会計規則（昭和３９年香川県規則第１９号）第２条第４号に規定する契

約担当者をいう。 

(４) 有資格業者 規則第９条第２項の規定により指名競争入札参加資格者名簿に登載された者を

いう。 

(５) 資格審査 資格基準第２条第２項に規定する資格審査をいう。 

(６) 等級 資格基準第３条第２項に規定する区分をいう。 

（特定建設工事共同企業体による施工対象工事等） 

第４条 特定建設工事共同企業体による施工対象工事は、設計金額３億円（工事の特殊性等により特

に必要と認められる場合にあっては、１億円）以上の工事であって、確実かつ円滑な施工を図るた

め特定建設工事共同企業体に行わせることが特に必要と認められるものとする。  

２ 前項に規定する工事を確実かつ円滑に施工することができると認められる有資格業者（以下「特

定有資格業者」という。）があるときは、特定建設工事共同企業体により行わせる競争入札に当該

特定有資格業者を参加させることができるものとする。 

（特定建設工事共同企業体の資格） 

第５条 特定建設工事共同企業体は、あらかじめ契約担当者が示した要件を満たした有資格業者のう

ちの２人又は３人のものにより任意に結成するものとする。 

２ 特定建設工事共同企業体の構成員は、同一発注工事について、併せて他の特定建設工事共同企業

体の構成員となること又は特定有資格業者として第４条第２項の入札に参加することはできないも

のとする。 



３ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条に規定する中小企業等協同組合は、

特定建設工事共同企業体の構成員となることはできないものとする。 

４ 特定建設工事共同企業体の構成員の組合せは、発注工事に対応する工事の種類の最上位の等級に

格付けされている有資格業者間又は最上位の等級に格付けされている有資格業者と次順位の等級に

格付けされている有資格業者間のものとする。 

５ 特定建設工事共同企業体の各構成員の出資の割合は、次の各号に掲げる構成員の数に応じ、当該

各号に掲げる割合以上であるものとする。 

(１) ２人 ３０パーセント 

(２) ３人 ２０パーセント 

６ 特定建設工事共同企業体の代表者は、出資の割合が最大の構成員とする。ただし、出資の割合が

同じであるときは、客観点数（建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営に関する客観的事項

の審査に基づいて算出した総合評定値をいう。）の高い構成員又は上位の等級に格付けされている

構成員とする。 

（特定建設工事共同企業体に係る競争入札の参加手続等） 

第６条 知事は、特定建設工事共同企業体又は特定建設工事共同企業体及び特定有資格業者を指名競

争入札に参加させようとするときは、あらかじめ、その旨及び次に掲げる事項を公示するものとす

る。 

(１) 入札に参加する者に必要な資格 

(２) 入札に付する工事名及び工事の場所 

(３) 入札参加資格審査の申請の受付期間及び受付場所 

(４) 入札を行う日時及び場所 

(５) その他必要な事項 

２ 規則第６条第１項の公告又は前項の公示に基づき特定建設工事共同企業体を結成して競争入札に

加わろうとする特定建設工事共同企業体は、別に定める申請書に特定建設工事共同企業体協定書そ

の他知事が必要と認める書類を添えて、知事に提出しなければならない。  

３ 知事は、前項の申請書（指名競争入札に係るものに限る。）を受理したときは、これを資格審査

の上、指名競争入札参加資格者名簿に登載するものとする。 

４ 契約担当者は、前項の指名競争入札参加資格者名簿に登載された特定建設工事共同企業体のうち

から指名し、指名競争入札に付するものとする。 

（特定建設工事共同企業体の組織変更等の制限） 

第７条 特定建設工事共同企業体は、構成員の脱退若しくは除名による場合（知事及び他の構成員全

員の承認があったものに限る。）又は構成員の破産手続開始の決定若しくは解散による場合を除く

ほか、指名競争入札参加資格者名簿の有効期間中及び契約を締結した工事の施工中において、特定

建設工事共同企業体の構成員の出資の割合及び特定建設工事共同企業体の代表者を変更することは

できないものとする。 

２ 特定建設工事共同企業体は、指名競争入札参加資格者名簿の有効期間中及び契約を締結した工事

の施工中において、新たな構成員を加えることはできないものとする。 

３ 特定建設工事共同企業体は、指名競争入札参加資格者名簿の有効期間中において、第５条の資格

の要件を欠くに至ったとき、又は前２項の規定に違反したときは、当該指名競争入札参加資格者名

簿のうち当該特定建設工事共同企業体に係る部分は、効力を失うものとする。この場合において、

契約を締結した工事で施工中のものについては、当該工事について当該特定建設工事共同企業体を

契約の相手方とするものとする。 

（入札） 

第８条 契約担当者は、特定建設工事共同企業体が提出する入札書については、特定建設工事共同企

業体の名称及びその代表者である構成員を明記の上、構成員全員の連名で記名させるものとする。

ただし、１人の構成員に他の構成員が入札に関する権限を委任している場合には、特定建設工事共

同企業体の名称及び受任構成員であることを明記の上、受任構成員のみで記名させることができる。 

（契約書の作成） 

第９条 契約担当者は、特定建設工事共同企業体と作成する契約書（香川県行政手続等における情報

通信の技術の利用に関する条例（平成16年香川県条例第１号）第６条第１項の規定によりその作成

に代えて契約内容を記録した電磁的記録の作成を行う場合における当該電磁的記録を含む。以下同

じ。）については、特定建設工事共同企業体の名称及びその代表者である構成員を明記の上、構成

員全員の連名で記名押印又は電子署名（電子署名及び認証業務に関する法律（平成12年法律第1 0 2

号）第２条第１項に規定する電子署名をいう。）させるものとする。 



２ 前項の契約書は、工事請負契約書（別記様式）によるものとする。 

３ 第１項の契約書には、特定建設工事共同企業体協定書の写しを添付させるものとする。 

（特定建設工事共同企業体編成表の提出） 

第１０条 契約担当者は、特定建設工事共同企業体に対して、契約締結後速やかに運営委員会の委員

名並びに工事事務所の組織及び人員配置等を記載した特定建設工事共同企業体編成表を提出させる

ものとする。 

（通知等） 

第１１条 契約担当者は、指名競争入札執行の通知及び契約に基づく行為については、すべて特定建

設工事共同企業体の代表者を相手方とするものとする。 

附 則 

１ この要領は、平成元年５月１日から施行する。 

２ この要領の施行の日において現に指名競争入札参加資格者名簿に登載されている共同企業体の事

務取扱については、当該指名競争入札参加資格者名簿の有効期間中に限り、なお従前の例による。  

３ この要領の施行の日前に共同企業体と契約を締結した工事で施工中のものについては、この要領

の施行の日以後においても、当該工事について当該共同企業体を契約の相手方とするものとする。  

附 則（平成６年４月１日告示第２７７号） 

この要領は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年９月２１日告示第６７０号） 

この要領は、平成６年９月２１日から施行する。 

附 則（平成８年３月２９日告示第２５９号） 

この要領は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年１０月１５日告示第７６１号） 

１ この要領は、平成８年１０月１５日から施行する。 

２ 地方消費税が課されないこととなる工事に係る工事請負契約書については、改正後の第２号様式

の様式にかかわらず、なお従前の様式による。 

附 則（平成９年３月３１日告示第２５７号） 

１ この要領は、平成９年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行の際現に他の建設業者を工事完成保証人として立てさせている工事の工事完成保

証人に関しては、なお従前の例による。 

附 則（平成１０年５月１日告示第３６０号） 

この要領は、平成１０年５月１日から施行する。 

附 則（平成１２年３月３１日告示第２４２号） 

この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年５月１０日告示第３７８号） 

この要領は、平成１４年５月１０日から施行する。 

附 則（平成１４年５月３０日告示第４０９号） 

この要領は、平成１４年５月３０日から施行する。 

附 則（平成１６年１１月２４日告示第７７９号） 

この要領は、平成１６年１１月２４日から施行する。 

附 則（平成１６年１２月２４日告示第８４５号） 

この要領は、平成１７年１月１日から施行する。 

附 則（平成１８年１月１７日告示第４４号） 

１ この要領は、平成１８年１月１７日から施行する。ただし、第９条、第１５条及び第２号様式の

改正規定は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第１５条及び第２号様式の規定は、平成１８年４月１日以後に締結する契約について適

用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

附 則（平成１８年１１月１０日告示第６６１号） 

１ この要領は、平成１８年１１月１０日から施行する。 

２ 改正後の第１号様式は、平成１８年１１月１０日以後に締結する契約について適用し、同日前に

締結した契約については、なお従前の例による。 

附 則（平成２３年６月１０日告示第２４８号） 

１ この要領は、平成２３年６月１０日から施行する。 

２ 改正後の別記様式は、平成２３年６月１０日以後に締結する契約について適用し、同日前に締結

した契約については、なお従前の例による。 



  附 則（令和３年３月３０日告示第１６２号） 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月１８日告示第９０号） 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年１０月１７日告示第２５３号） 

 この要領は、令和６年１月１日から施行する。 

 


